
１　企画県民部所管（３）〔防災企画局、災害対策局関係〕

歳出目的別  経常

分　　　類  臨時

（款）  一般　　の別

（項）  特定

マイ避難カード作成支
援事業補助

「マイ避難カード」作成を
推進するため、ワーク
ショップや避難訓練の実
践・検証するモデル事業の
経費を補助する。

ワークショップ、避難訓練、実践・
検証に要する経費

10/10 × 令和３年度企画県民部補助金
交付要綱

災害対策課

－

消防費・民生費・
災害対策費

臨時特定

福祉避難所施設改修補
助事業

福祉避難所の確保を推進す
るため、新たに福祉避難所
となる民間社会福祉施設又
は15名以上の避難者を更に
増やして受け入れる民間社
会福祉施設を対象に、入所
者と避難者の動線分離等を
行うための改修の一部を支
援

新たに福祉避難所となる民間社会福
祉施設又は15名以上の避難者を更に
増やして受け入れる民間社会福祉施
設において、入所者と避難者の動線
を分離するための改修に要する経費

上限：1,550千円

1/2 1/2 × 令和３年度企画県民部補助金
交付要綱

災害対策課

－

消防費・民生費・
災害対策費

臨時特定

基準額

一般地域分 1/3 2/3

離島分 5.5/10 4.5/10

過疎分 5.5/10 4.5/10

山村振興法関連分
（財政力指数 0.44以下）

5.5/10 4.5/10

地震防災対策特別措置法関連分 1/2 1/2

緊急消防援助隊設備整
備費補助金

緊急消防援助隊設備整備事
業

－

1/2 1/2 ○ ・消防組織法緊急消防援助隊
に関する政令
・緊急消防援助隊設備整備費
補助金交付要綱

消防課
（消防保安課）

一般補助施設整備等事業債
（過疎対策事業債・辺地対
策事業債）

消防費 臨時特定

消防団活性化支援事業
補助

消防団が自主防災組織等と
連携して行う実践的な訓練
や研修

１消防団あたり上限50千円
※ただし、補助事業の対象となる経
費に補助率を乗じた額が50千円に満
たない場合は、当該算出額。（千円
未満の端数は切り捨て）

1/2 1/2 × 令和３年度企画県民部補助金
交付要綱

消防課
（消防保安課）

－

消防費 臨時特定

自主防災組織体制強化
推進事業

二つ以上の自主防災組織が
連携して行う防災訓練

(1)1件あたり40千円
①訓練加算
次のア、イいずれか又はいずれにも
該当する場合、1件あたり20千円を加
算
ア　三つ以上の自主防災組織が連携
して防災訓練を行う場合
イ　防災訓練の中で災害時要援護者
支援訓練を実施する場合
②感染症対応加算
感染対策を講じた実動訓練の状況を
オンライン配信する場合、1件あたり
20千円を加算
＊①②併用あり
＊経費支出が補助額を下回る場合
は、当該支出額

定額 × 令和３年度企画県民部補助金
交付要綱

消防課
（消防保安課）

－

消防費 臨時特定

消防費 臨時特定消防防災施設整備費補
助金

消防防災施設整備事業 ○ ・消防施設強化促進法
・消防防災施設整備費補助金
交付要綱

消防課
（消防保安課）

一般補助施設整備等事業債
（過疎対策事業債・辺地対
策事業債）

主　管　課

地方負担額に対する
財政措置

備　　　考

国 県
市
町

受
益
者

地　方　債

根　拠　法　令　等補助金等の名称 対象事務・事業の内容 採　択　（算定）　基　準

負　担　割　合

交付の
方法
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消防団設備整備費補助
金

消防団救助能力向上資機材
緊急整備事業

－

1/3 2/3 ○ 消防団設備整備費補助金交付
要綱(消防団救助能力向上資機
材緊急整備事業)

消防課
（消防保安課）

－

消防費 臨時特定

石油貯蔵施設立地対策
等交付金

石油貯蔵施設周辺地域の福
祉向上を図るための公共用
施設整備経費

(1)石油精製業者等が保有する石油貯
蔵施設の貯蔵量が10万kℓ以上ある市
町
→交付額の7割

(2)上記市町に隣接する市町
→　交付額の2割

10/10 △ 石油貯蔵施設立地対策等交付
金交付規則

産業保安課
（消防保安課）

－ －

臨時一般

神戸市における新型コ
ロナウイルス感染症の
軽症者等の宿泊療養事
業実施負担金
（新型コロナウイルス
宿泊療養施設確保事
業）

無症状者及び軽症者等が療
養する宿泊施設を確保する
ための経費を負担する

施設借上費用、感染者食費、感染者
搬送経費、感染者管理用品（マス
ク、体温計等）整備費等

10/10 △ 新型コロナウイルス感染症緊
急包括支援事業（医療分）実
施要綱、「新型コロナウイル
ス感染症の軽症者等に係る宿
泊療養及び自宅療養の対象並
びに自治体における対応に向
けた準備について」及び「新
型コロナウイルス感染症の軽
症者等の宿泊療養マニュアル
の送付について」（いずれも
令和２年４月２日付け厚生労
働省新型コロナウイルス感染
症対策推進本部事務連絡）

復興支援課
（防災支援課）

－

公衆衛生費 臨時特定
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